
新潟市家具転倒防止補助事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地震時における家具の転倒による高齢者や障がい者（以下「高齢

者等」という。）の被害の防止又は軽減を図るとともに、住宅又は住戸（以下「住宅

等」という。）の耐震対策の推進に寄与するために、高齢者等が居住する住宅等にあ

る家具の転倒防止の工事を実施する費用の一部を補助する新潟市家具転倒防止補助

事業（以下「本事業」という。）の補助金の交付に関し、新潟市補助金等交付規則（平

成１６年新潟市規則第１９号。以下「市補助金規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１） 家具 

タンス、食器棚、書棚等の、主として木質系の材料で作られている大型の家具

であって、地震時に転倒することにより、被害を及ぼす可能性のあるものをいう。 

（２） 家具転倒防止工事 

次に掲げる方法により家具を住宅等の柱、間柱、横桟等の構造部材や鉄筋コン

クリート等による構造体（以下「構造部材等」という。）へ強固に固定し、地震

時における家具の転倒を防止するための工事をいう。 

ア  Ｌ字型金物及び添え板等を用いて家具を構造部材等に強固に固

  定  

イ 木材や添え板等を用いて家具を構造部材等に強固に固定  

ウ 釘等を用いて家具自体を直接構造部材等に強固に固定  



エ  その他アからウに類する方法により家具を構造部材等に強固に

固定するものとして、市長が認めるもの  

（３） 登録事業者 

新潟市家具転倒防止補助事業施工事業者登録制度要綱に基づき新潟市に登

録された事業者をいう。 

（補助対象世帯） 

第３条 本事業の対象となる世帯は、新潟市内に居住する世帯であって、次の各号のい

ずれかに該当するものとする。 

（１） 高齢者（６５歳以上の者）のみの世帯 

（２） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による要介護認定又は要支援認定

を受けた者が同居する世帯 

（３） 身体障害者手帳の１級又は２級の交付を受けた者が同居する世帯 

（４） 療育手帳 A の交付を受けた者が同居する世帯 

２ 前項の規定にかかわらず、過去にこの要綱による補助金の交付を受けて、家具転倒

防止工事を行ったことのある世帯は、本事業の対象外とする。 

 （補助金の交付） 

第４条 補助金は、補助対象世帯の者で、そのものが居住する住宅等において家具転倒

防止工事を行うものに対して交付する。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、別表に定めるところによる。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、家具転倒防止

工事に係る契約を締結する前に、次に掲げる書類（家具転倒防止工事を実施しようと



する家具（以下「対象家具」という。）の合計が３台以内の工事を登録事業者に依頼

しようとする場合は、第３号及び第４号に掲げる書類を除く。）を添付した別記様式

第１号による補助金交付申請書を、市長に提出しなければならない。 

（１） 補助対象世帯であることが確認できる次のいずれかの書類 

ア  世帯全員分の住民票の写し 

イ  介護保険被保険者証の写し 

ウ  身体障害者手帳の写し 

エ  療育手帳の写し 

（２） 申請者と家具転倒防止工事を実施しようとする住宅等の所有者が異なる場合

は、当該家具転倒防止工事を実施することについての別記様式第２号による住

宅等の所有者の同意書 

（３） 当該家具転倒防止工事に係る費用の見積書の写し（家具転倒防止の方法及び

使用材料の仕様、数量等を明示したもの。） 

（４） 対象家具の写真 

（５） その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請の内容について

審査等を行い、補助金の交付又は不交付を決定し、その旨を別記様式第３号による補

助金交付（不交付）決定通知書により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、本事業の目的の達成及び適正な施

行のために必要な条件を付すことができる。 

 （工事の着手） 

第８条 申請者は、前条第１項の規定による通知書が交付される日以前に、家具転倒防



止工事に着手してはならない。 

 （事業の変更手続き） 

第９条 第７条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、その申請に係る事業の中止、廃止又は内容の変更をしようとするとき

は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。ただし、当該変更の内容が次に

掲げる要件のすべてに該当する場合は、この限りでない。 

（１） 補助金の額に変更が生じないもの 

（２） 工事の内容を実質的に変更するものでなく、その細部を変更するもの 

２ 前項の承認を受けようとする補助事業者は、次に掲げる書類を添付（変更後の対象

家具の合計が３台以内の工事であって、工事を登録事業者に依頼する場合は除く。）

した別記様式第４号による補助事業中止・廃止・変更承認申請書を市長に提出しなけ

ればならない。ただし、当該変更の内容に係らないものは省略することができる。 

（１） 変更後の家具転倒防止工事に係る費用の見積書の写し（家具転倒防止の方法

及び使用材料の仕様、数量等を明示したもの。） 

（２） 変更後の対象家具の写真（当該変更に係るものに限る。） 

３ 市長は、前項の規定による申請書を受理したときは、当該申請の内容について審査

等を行い、変更の承認をしたときは、その旨を別記様式第５号による補助金交付決定

変更通知書により補助事業者に通知するものとする。この場合において、当該補助金

の交付の決定の内容及びこれに付した条件を変更することができる。 

４ 補助事業者は、第２項の規定による承認の申請をしたときは、第３項の規定による

通知書が交付される日以前に、当該変更に係る家具転倒防止工事に着手してはならな

い。 

 （事業の実績報告） 



第１０条 補助事業者は、家具転倒防止工事が完了したときは、速やかに次に掲げる書

類を添付した別記様式第６号による実績報告書を、市長に提出しなければならない。 

（１） 家具転倒防止工事に係る費用の領収書の写し（対象家具の合計が３台以内の

工事を登録事業者に依頼した場合は除く。） 

（２） 工事状況写真（各対象家具について、工事の着手前及び完了後の状況が確認

できるもの） 

（３） 別記様式第７号による補助金委任状（登録事業者に工事を依頼した場合に限

る。） 

（４） 口座振替依頼書（登録事業者以外に依頼した場合に限る。） 

（５） その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、当該報告の内容に

ついて審査等を行い、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨

を別記様式第８号による補助金確定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

（家具転倒防止工事に係る現地調査） 

第１２条 市長は、家具転倒防止工事の施工中又は完了後において、建築行政課の職員

を派遣することができる。 

 （交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助事業者が市補助金規則第１７条第１項各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるもの

とする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しをした場合は、別記様式第９号による補助金交



付決定取消通知書により補助事業者に通知するものとする。 

４ 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に

関し既に補助金が交付されているときは、補助事業者に対し、別記様式第１０号によ

る補助金返還命令書により期限を定めてその返還を命ずることができる。 

５ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超えて補助

金が交付されているときは、前項の規定の例によりその返還を命ずることができる。 

（補助事業者に対する指導等） 

第１４条 市長は、補助事業者に対して、建築物の地震に対する安全性の向上が図られる

よう、必要な指導及び助言をすることができる。 

（その他） 

第１５条 この要綱の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （要綱の失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ 第１３条の規定は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効

力を有する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別表（第５条関係） 

対象家具の台数 補助金の額 

１台の場合 家具転倒防止工事に要する費用（家具転倒防止金

物及び添え板等の補助材などの材料に係る費用

（以下「材料費」という。）及び家具の移動に要す

る費用を除く。以下同じ。）の額とし、その額は４，

０００円を超えないものとする。 

２台の場合 家具転倒防止工事に要する費用の額とし、その額

は５，０００円を超えないものとする。 

３台以上の場合 家具転倒防止工事に要する費用の額とし、その額

は７，０００円を超えないものとする。 

 



別記様式第１号 （第６条関係）                       年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業補助金交付申請書 
（宛先）新潟市長 

申請者   〒    －         

住 所                

  氏 名                   

連絡先電話番号     －    －     

新潟市家具転倒防止補助事業補助金交付要綱に基づく補助金の交付を受けたいので、次のとおり申

請します。 

申請住宅等 

所在地 

新潟市 

（申請者住所と異なる場合のみご記入ください。） 

申請住宅等 

補助事業の対象となる住宅等は下記の全てに該当するものです。条件を満たす場合は

□にレを入れ、該当する項目に○又は必要事項をご記入ください。 

□下記のいずれかに該当する住宅等である 

・自己所有の住宅等である 

・賃貸の住宅等である（住宅等の所有者の同意書が必要） 

□下記のいずれかに該当する世帯である（確認できる書類が必要） 

・高齢者（満６５歳以上）のみの世帯 

・要介護認定又は要支援認定を受けた者が同居する世帯 

・身体障害者手帳１級又は２級の交付を受けた者が同居する世帯 

・市長が定めるところの療育手帳Ａの交付を受けた者が同居する世帯 

対象家具の台数 

及び 

交付申請額 

登録事業者へ

依頼する場合 

（３か所まで） 

以下のうち該当する項目を○で囲んでください。 

・対象家具台数 １か所 交付申請額  ４，０００円 

・対象家具台数 ２か所 交付申請額  ５，０００円 

・対象家具台数 ３か所 交付申請額  ７，０００円 

登録事業者名：                    

上記以外の業者

へ依頼する場合 

対象家具台数          か所 

補助対象工事費            円（見積書が必要） 

 交付申請額              円（上限額は上欄の額） 

事業実施期間 

（予定）    補助金交付決定日  ～      年   月   日 

確認事項 

次の事項を確認のうえ、□に☑を記入してください。（☑がない場合は、

交付決定ができません。） 

□  本人及びその世帯に暴力団員又は暴力団等と関係を有する者はいま

せん。また、必要に応じて、市が警察に照会する場合は、別途必要な

書類の提出を行います。 

注意事項 

※対象家具は申請者があらかじめ、所定の位置に移動しておいてください。 

※本事業は地震発生時の家具の転倒防止を完全に保証するものではありません。 

※登録事業者へ工事を依頼する場合でも申請者が工事依頼を行ってください。 

添付書類（対象家具の合計が３台以内の工事を登録事業者に依頼しようとする場合は、（３）及び（４）を除く。） 
（１）補助対象世帯であることが確認できる書類   （２）住宅等の所有者の同意書（別記様式第２号） 

（３）家具転倒防止工事に係る費用の見積書の写し（金物の仕様及び数量等を明示したもの） 

（４）対象家具の写真   （５）その他市長が必要と認める書類 



別記様式第２号（第６関係） 

 

 

新潟市家具転倒防止補助事業 

住 宅 等 の 所 有 者 の 同 意 書 

 

 

  申請者            が、次の住宅等に家具転倒防止工事を実施することにつ

いて、住宅等の所有者として同意いたします。 

 

 補助事業実施住宅等の所在地 新潟市                         

 

  年  月  日    

 住宅等所有者  住 所  新潟市                           

         氏 名                                

         電話番号                               



別記様式第３号（第７条関係） 

新建第   号の２ 

    年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 金 交 付 （不 交 付） 決 定 通 知 書 

 

            様 

 

   新潟市長        印   

（担当 建築部建築行政課）   

 

      年  月  日付けで申請のありました新潟市家具転倒防止補助事業の実施につ

いて、補助金の交付（不交付）の決定をしましたので、次のとおり通知します。 

 

記 

   １．補助事業の名称    新潟市家具転倒防止補助事業 

 

   ２．交付決定額（不交付の理由） 

 

   ３．補助事業実施住宅等の所在地  新潟市                      

 

   ４．交付条件等 

（１）本事業は地震発生時の家具の転倒防止を完全に保証するものではありません。地震

発生時にはできる限り速やかに安全な場所に避難してください。 

（２）本事業の利用は１世帯の同一住宅・住戸につき、１回限りとなります。 

（３）家具転倒防止工事を実施する家具については申請者があらかじめ、所定の位置に移

動しておいてください。 

（４）新潟市家具転倒防止補助事業補助金交付要綱の規定を遵守してください。 

（５）上記要綱に違反したときは、この決定の取消し又は既に交付した補助金の全部若し

くは一部を返還させることがあります。 



別記様式第４号（第９条関係） 

  年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 事 業 中 止 ・ 廃 止 ・ 変 更 承 認 申 請 書 

 

  （宛先）新潟市長 

補助事業者（申請者） 〒    －        

住所               

 

氏名               

連絡先電話番号    －    －     

 

      年  月  日付け新建第      号の２で補助金の交付の決定を受けた

補助事業について、次のとおり中止・廃止・変更したいので、申請します。 

 

記 

 

  １．補助事業の名称   新潟市家具転倒防止補助事業 

  ２．補助事業実施住宅等の所在地  新潟市                       

  ３．中止・廃止・変更の内容 

中止・廃止・変更前 中止・廃止・変更後 

  

  ４．中止・廃止・変更の理由 

 

  ５．中止・廃止・変更予定年月日 

 

 添付書類（変更後の対象家具の合計が３台以内の工事を登録事業者に依頼しようとする場合を

除く。） 
（１）変更後の家具転倒防止工事に係る費用の見積書の写し（家具転倒防止の方法及び使用材料

の仕様、数量等を明示したもの。） 
（２）変更後の対象家具の写真（当該変更に係るものに限る。） 



別記様式第５号（第９条関係） 

新 建 第      号 

    年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 金 交 付 決 定 変 更 通 知 書 

 

            様 

 新潟市長       印   

（担当 建築部建築行政課）   

 

      年  月  日付け新建第      号の２で補助金の交付の決定をした新潟

市家具転倒防止補助事業の変更について承認し、その補助金の交付の決定の内容を次のとお

り変更したので通知します。 

記 

  １．補助事業の名称  新潟市家具転倒防止補助事業 

 

  ２．既交付決定額 

 

  ３．変更交付決定額 

 

  ４．補助事業実施住宅等の所在地  新潟市                         

 

  ５．変更の内容 

変更前 変更後 

  

 

  ６．変更の理由



別記様式第６号（第１０条関係） 

  年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

 実 績 報 告 書 

（宛先）新潟市長 

補助事業者（申請者） 〒    －        

住所               

氏名               

連絡先電話番号    －    －     

 

      年  月  日付け新建第      号の  で補助金の交付の決定を受けた

補助事業が完了したので、次のとおり報告します。 

記 

 １．補助事業の名称  新潟市家具転倒防止補助事業 

 

 ２．交付決定額                  円 

 

 ３．補助事業実施住宅等の所在地 新潟市                          

 

 ４．補助事業完了年月日         年   月   日 

 

 ５．補助事業の成果 

 

 ６．補助事業の収支明細 

 

 添付書類（対象家具の合計が３台以内の工事を登録事業者に依頼した場合は、（１）を除く。） 
（１）家具転倒防止工事に係る費用の領収書の写し 
（２）工事状況写真（工事の着手前及び完了後の状況が確認できるもの） 
（３）補助金委任状（家具転倒防止工事を登録事業者に依頼した場合に限る。） 

（４）口座振替依頼書（家具転倒防止工事を登録事業者以外に依頼した場合に限る。） 

（５）その他市長が必要と認める書類 



別記様式第７号（第１０条関係） 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 金 委 任 状 

 

金 額 金          円 

委任者 
住所  新潟市 

氏名                    

 

  私は、上記記載の新潟市家具転倒防止補助事業の補助金の受領に関する権限を下記記載の受任

者に委任します。 

記 

受任者 

住所   

氏名   

電話番号 

   年   月   日 

（備考欄） 

 口座振替   

 金融機関名  

 預金種別   

 口座番号   

フリガナ   

  口座名義   

 

 

 

 



別記様式第８号（第１１条関係） 

新 建 第      号 

    年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 金 確 定 通 知 書 

 

             様 

 新潟市長        印  

（担当 建築部建築行政課）   

 

     年  月  日付けで実績報告のあった新潟市家具転倒防止補助事業について、次のと

おり補助金の額を確定したので通知します。 

 

記 

１．補助事業の名称    新潟市家具転倒防止補助事業 

 

２．補助事業実施住宅等の所在地 新潟市                          

 

３．交付決定額                   円 

 

４．交 付 済 額                   円 

 

５．確 定 額                   円 



別記様式第９号（第１３条関係） 

新 建 第      号 

   年   月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 金 交 付 決 定 取 消 通 知 書 

 

             様 

 新潟市長        印  

（担当 建築部建築行政課）   

 

     年  月  日付け新建第      号の  で補助金の交付の決定をした新潟市家

具転倒防止補助事業について、次のとおり補助金の交付の決定を取り消したので通知します。 

 

記 

 

１．補助事業の名称  新潟市家具転倒防止補助事業 

 

２．補助事業実施住宅等の所在地 新潟市                          

 

３．交 付 決 定 額                   円 

 

４．交付決定取消額                   円 

 

５．取消しの理由 



別記様式第１０号（第１３条関係） 

新 建 第      号 

  年  月  日 

新潟市家具転倒防止補助事業 

補 助 金 返 還 命 令 書 

 

             様 

 新潟市長        印  

（担当 建築部建築行政課）   

 

     年  月  日付け新建第      号の  で補助金の交付決定の取消しをした新

潟市家具転倒防止補助事業について、次のとおり補助金の返還を命ずる。 

 

記 

 

１．対象住宅等の所在地 新潟市                          

 

２．返還額                  円 

 

３．返還の期限 

 

４．返還の理由 

 


